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一般報文 

緊急通報情報を活用した事故車等の 
位置特定手法の効果分析 

御器谷昭央・中田 諒・花守輝明・関谷浩孝

 

1．はじめに1 

自動運転は一般的に人間による運転よりも安全

かつ円滑な運転が期待されており、交通事故の削

減、渋滞緩和、環境負荷の低減等に資するものと

考えられる。官民 ITS構想・ロードマップ20201)

において、2020年目途に高速道路上での自動運転

レベル3市場化等の政府目標が記載されており、

政府として自動運転の実現を推進している。 

国土交通省国土技術政策総合研究所（以下「国

総研」という。）では、自動運転の実現のため、

2012年から通信機器メーカー、自動車会社、高速

道路会社等と路車協調ITSの実用化に向けた共同

研究 2) を行っている。路車協調ITSとは、道路イ

ンフラと自動車が相互通信により情報を共有する

システムである。道路管理者が保有するインフラ

情報と車載センサを含め車両が収集した情報を組

み合わせ、迅速に自動運転車に情報提供を行うこ

とで、車両単独で把握できる周辺状況の範囲を超

えて情報取得が可能となる。それにより、自動運

転システムの可動範囲の拡大やより円滑な自動運

転の実現が期待される。また、車両が収集した情

報を道路管理に活用することで、より高度な道路

管理に寄与することも期待される。 

 本稿では、緊急通報情報を活用した事故車等の

位置特定手法の実証実験を紹介する。自車両が事

故や故障で停止した際に発する緊急通報情報が、

道路管理者に事象を早期通知するための手段とし

て有効であるかを検証した。                                         

2．路車協調ITSに関する官民共同研究 

現在は、第3期（2018年1月～2021年3月)共同研

究（正式名称：次世代の協調ITSの実用化に向け

た技術開発に関する共同研究）を行っている。 

これまで、先読み情報提供サービスと合流支援

サービスについて、情報提供内容の具体化、情報

──────────────────────── 
Research on a Method to Identify the Locations of Accident Cars 
Using Emergency Call Information 

フォーマットの作成を行い、合流支援サービスに

ついては、システムの仕様書（素案）を作成した。

共同研究の目的や対象とするサービス概要、これ

までの成果等については、土木技術資料第62巻、

第1号（2020） 3) にて報告済であるため、当該報

文を参照されたい。 

3．緊急通報サービスを活用した実証実験 

国総研では、車両が収集した路上障害等の情報

を道路管理者が収集し、後続車に情報提供するシ

ステムの開発に取り組んでいる。このシステムに

より、道路管理者が後続車に路上障害等の情報を

迅速に提供することが可能となり、より円滑な自

動運転の実現が期待されるほか、道路管理者が車

両から取得した情報を道路管理に活かすことも可

能である。今回、車両から取得する情報として緊

急通報情報を活用し、実証実験を行った。 

3.1 実験概要 
(1) 対象とするサービス 

緊急通報サービスとは、契約車両に事故や故障、

急病が発生した際に、コールセンターに車両情報

や位置情報が報告されるサービスである（表 -1参

照）。コールセンターは、当該車両乗員との音声

通話により、誤通報かどうかを確認した上で、収

集した事故状況等の情報と合わせて正確な車両位

置、車両状況等を消防署（事業者によっては警察

署も含む）に通報し、迅速な現場急行を支援する

ものである。消防署等への通報方法は事業者に

よって異なるが、システム連携によりコールセン

ターの情報が即時に消防署等に共有されるものも

存在する。契約車両からコールセンターへの報告

は、エアバッグ作動による自動通報や乗員のボタ

ン操作による報告等のパターンがある。 
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表-1 緊急通報サービスコールセンターが取得する情報例 

情報の種類 取得方法 

位置情報（緯度、経度、kp） 自動 

走行軌跡 自動 

車種、車体色 自動 

エアバッグ作動状況 自動 

事故、故障、急病の状況 音声通話 

位置情報（車線） 音声通話 
※事業者により異なる  

 道路管理者は現状、道路利用者からの電話によ

る通報、CCTVカメラ、パトロール等（以下「従

来手法」という。）により道路上の事故車・故障

車の位置を把握しているところである。表 -1の緊

急通報サービスコールセンターが取得する情報は、

道路管理者による事故車・故障車の位置の早期把

握に対しても有用であると考えられることから、

本実験では、緊急通報サービス事業者2社にご協

力いただき、図 -1の赤字に示す通り緊急通報サー

ビスコールセンターから高速道路会社の交通管制

室に対して事故車・故障車の位置情報や車両情報

等を通報するもの（以下「実験手法」という。）

とした。 

 

図-1 本実験での追加実施内容 

 道路管理者の実験手法による事故車・故障車把

握の時間短縮効果を検証するため、同一の事象に

対して、図 -2に示す通り、従来手法による入電時

刻（T1）および実験手法による入電時刻（T2）を

記録し、比較した。今回の実験手法において、緊

急通報サービスコールセンターから高速道路会社

の交通管制室への通報はFAXにより実施した。 

 
図-2 従来手法と実験手法の比較 

 

(2) 入電時刻の記録方法 

緊急通報サービスからのFAXによる通報は図 -3

に示す様式を使用した。 

緊急通報サービスコールセンターは事故車・故

障車の報告があった場合、図 -3の事象通報欄に発

生日時や車両位置、車種等を記入する。事象発生

位置通報欄は緊急通報サービスコールセンターの 

 

図-3 交通管制室への通報に使用したFAX様式 
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システムで作成した事象発生位置、車両軌跡の図

面を出力したものである。交通管制室の管制員は

FAXによる通報を受け取り、事案処理後に効果検

証のための記録欄に実験手法による通報が当該事

象に対する最初の通報であったかどうか、実験手

法および従来手法による入電時刻、従来手法の種

類等を記録した。管制員による主な記録項目は表-

2に示す通りである。 

なお、重大事故等の対応により、管制員による

様式への記入が困難な場面も想定されることから、

通常業務に支障をきたさない範囲で記録頂いた。 

表-2 管制員による主な記録項目 

記録項目 内容 

実験手法による通

報の順番 
最初の通報、二番目以降の

通報 

実験手法入電時刻 〇〇時〇〇分 

出動指令時刻 〇〇時〇〇分 

従来手法による入

電の有無 
有、無 

従来手法入電時刻 〇〇時〇〇分 

従来手法による入

電の種類 
非常電話、道路緊急ダイヤ

ル、パトロール 等 

3.2 実験結果 
実道での実証実験は、2019.4.1～2020.3.31の期

間、表 -3に示す道路管理者が管理する高速道路上

で実施した。対象とした緊急通報サービス事業者

および車両メーカーは表-4に示す通りである。 

表-3 対象道路の道路管理者 

・首都高速道路株式会社 
・阪神高速道路株式会社 
・東日本高速道路株式会社 
・中日本高速道路株式会社 
・西日本高速道路株式会社 
・本州四国連絡高速道路株式会社 

  表-4 緊急通報サービス事業者、車両メーカー 

緊急通報 
サービス事業者 

車両メーカー 

ボッシュサービス 
ソリューションズ 
株式会社 

メルセデス・ベンツ 
日本株式会社 

株式会社日本緊急通

報サービス 
（HELPNET） 

トヨタ自動車株式会社 
 

図-4 実験手法による時間短縮、遅れの分布 

図-5 高速道路の分類別の分析 
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高速道路会社の交通管制室に報告された緊急通

報件数は計227件であった。その全件について、

従来手法による入電時刻（T1）および実験手法に

よる入電時刻（T2）を比較した結果を図 -4に示す。

横軸にT1とT2の入電時刻の差を示し、縦軸には全

件に対する比率を示した。全件の約32％にあたる

73件がT2の方がT1より早い結果（実験手法による

入電時刻が従来手法による入電時刻より早い）と

なった。これにより、道路管理者が緊急通報サー

ビスを活用することで事故車・故障車の把握時間

を短縮できる可能性が確認された。上記の実験手

法による入電時刻が従来手法による入電時刻より

早かった73件について、従来手法と比較した時間

短縮は平均約7分、中央値は約2分であった。なお、

図 -4中の「未記入」は、従来手法と実験手法のど

ちらの入電が早かったかは記録されていたものの、

入電時刻が未記入のため時間差が特定できなかっ

たケースである。 

 都市間高速道路（東日本高速道路、中日本高速

道路、西日本高速道路、本州四国連絡高速道路）

と都市内高速道路（首都高速道路、阪神高速道路）

に分類した結果を図 -5に示す。緊急通報サービス

が第一報となった割合は都市内高速道路が約34％、

都市間高速道路が約32％となり、高速道路の区分

による差異は認められず、都市間、都市内両方の

高速道路において時間短縮効果が確認された。 

4．おわりに 

本稿では、路車協調ITSの実用化に向けた研究

の基礎段階として実施した、緊急通報情報を活用

した事故車等の位置特定手法の実証実験を紹介し

た。今回の実験では、低コストかつ簡便に実施可

能な手法として、緊急通報サービスコールセン

ターから交通管制室に対してFAXで報告する手法

を採用した。FAX様式では原稿の作成や送信にお

いて数分程度の時間を要していること、消防等へ

の情報送信後に交通管制室へのFAX送信となるこ

と等により、情報送信の遅延が発生していると考

えられる。この遅延により、実験手法の短縮効果

を過小評価している可能性がある。 

FAXによる情報送信の遅延が解消され、今回の

実験手法による全ての緊急通報が5分間早まった

と仮定して計算すると、約42％の通報において実

験手法による短縮効果が認められることとなる。 

 緊急通報サービスコールセンターと交通管制室

間をシステム連携させて情報送信することで上記

課題は解決されるものと考えられるが、システム

開発、改良、保守等に多大なコストを要すること

も想定される。本サービスの実用化に向けては、

情報送信の自動化、迅速化を実現しつつ、コスト

にも配慮したシステムの開発が必要である。 

 今後は、今回の実証実験参加者と協力し、実用

化に向けた研究を進めるとともに、緊急通報サー

ビス以外の情報取得手法や対象事象の拡大（事故

車・故障車以外）についても検討する予定である。 

また、本実験の実施にあたっては、各高速道路

会社、ボッシュサービスソリューションズ株式会

社、メルセデス・ベンツ日本株式会社、株式会社

日本緊急通報サービス（HELPNET）およびトヨ

タ自動車株式会社に多大なるご協力を頂いた。こ

こに感謝の意を表する。 
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